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要  旨 

 

本学位論文は、地域在住の高齢者の QOL の維持・向上に資する安全で機能性に優

れたカート開発に役に立つ基礎資料を得ることをねらいとして、高齢者がカートを使

用する際に遭遇する Hassles が彼らの外出頻度ならびに QOL に及ぼす影響について

明らかにすることを目的とした。 

本学位論文では、前記の目的を達成するために、第一に、カート関連 Hassles とカ

ート使用に伴う否定的感情を測定する尺度を開発すること、また第二に、カート関連

Hasslesがそれに対する否定的感情を経由して外出頻度ならびにQOLに影響するとい

った因果関係モデルを検討することを課題とした。 

課題を達成するために、A県内 61箇所の地域包括支援センターを利用する 65歳以

上のカートを使用している高齢者 219人を対象に質問紙調査を実施し、カート使用高

齢者の属性、運動機能、現在使用しているカートの種類、カートを用いた外出頻度、

カートの使用に伴う煩わしい出来事（Hassles）とその認知的なストレス強度、QOL

について回答を求めた。回収された調査票のうち、性、年齢等のすべての項目に欠損

値を有さない 204人のデータを集計対象とした。 

統計解析の結果、第一に、カート関連 Hassles とカート使用に伴う否定的感情を測

定する尺度を開発できた。測定尺度の開発においては、探索的因子分析により内容的

妥当性を検討した。抽出できた因子は、「カート使用に関する心理的負担」「不安定性」

「保管・収納の難しさ」「操作の難しさ」「座りにくさ」の 5つであった。ふたつの測

定尺度において、探索的因子分析で抽出できた 5因子を第一次因子、カート使用に伴

う否定的感情を二次因子とする二次因子構造モデルのデータへの適合性を構造方程

式モデリングで検討した。因子構造モデルの側面からみた構成概念妥当性は統計学的

に支持された。この結果は、本研究で開発したふたつの測定尺度が、概念的にはそれ

ぞれ一次元性を備えた測定尺度であることを示唆するものである。これらの尺度を開

発できたことは、今後のカート開発にとって、重要な役割を果たすことが期待できる。



カートに関する従来の研究を概括するなら、カートの「安定性」や「操作性」に着目

した研究はなされているが、「保管・収納の難しさ」や「座りにくさ」に関連した研

究はほとんどなされていない。また、「カート使用に関する心理的負担」に関しては

従来の研究ではほとんど指摘されていない重要なポイントである。 

第二に、本研究の結果は、カート関連 Hassles がそれに対する否定的感情を経由し

て外出頻度ならびに QOL に影響するといった因果関係モデルが、データに適合する

ことを示していた。このことは、「カート関連Hassles」をストレッサー、「カート使用

に伴う否定的感情」をストレス認知、「外出頻度」をコーピングと置き換えるとスト

レス認知理論が、さらに外出頻度と QOL との関係に着目するなら活動理論が、それ

ぞれ実証的に検証されたことを意味している。また本研究の結果は、視点を変えると、

カートが高齢者の外出頻度に影響を及ぼすこと、すなわち彼らの「閉じこもり」を誘

発するリスクのひとつになる可能性が高いことを示唆している。今後は、高齢者の自

宅から目的地までの連続性という観点を一段と重視した歩行環境の整備が望まれよ

う。またカートを使用する高齢者にとって日常的に遭遇する「直進バリア」「横断バ

リア」「勾配バリア」がどのような状況かを把握しつつ、それら個別地域における移

動バリアを十分にクリアできる商品開発を目指すことが望まれよう。さらに、外出頻

度が QOL に与える影響を考慮するなら、予防的観点から介護保険制度など行政支援

のあり方を再度見直すことが求められる。 

以上、本学位論文では、高齢者がカート使用時に遭遇する Hassles が、彼らの外出

行動やQOLにどのように影響しているかを明らかにした。これにより、 ストレス認

知理論が実証的に支持されたと同時に今後の高齢者用カート開発における具体的な

示唆が得られた。 今後は高齢者のQOLの維持・向上に資する、インフラ、商品開発、

行政サービスなどにおける包括的かつ統合的な視点からの改善が求められよう。 
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第１章 研究背景 

 

第１節 健康概念と福祉政策の転換 

 日本において、総人口に占める 75 歳以上人口の割合である高齢化率は、2013年の

25.1%から 2035 年には 33.4%となり、今後の 20 年間に顕著に増加することが推計さ

れている 1）。このことは、一方では認知症高齢者等の介護を必要とする高齢者の増加

を、他方では、人の手を借りることなくできる限り地域で自立した生活を維持しよう

とする高齢者が増加することを意味している。 

 2011年に改正された介護保険法により「地域包括ケア」に係る理念規定が創設され

た 2）。これは団塊の世代が 75歳以上となる 2025年を目途に、住み慣れた地域で自分

らしい暮らしを人生の最後まで続けることができるよう、住まい・医療・介護・予防・

生活支援が一体的に提供される地域包括ケアシステムの構築を目指すものである。 

 地域包括ケアに至る背景の一つとして、健康概念の転換と社会福祉の生活モデル化

がある。WHO が 1980 年に発表した国際障害分類（ICIDH）3） は、この生活モデル

の特徴を備えた端緒的な障害モデルである。2001 年にこれを引き継いだ国際生活機

能分類（ICF）4）は、この生活モデルの特徴をより一般化する方向へ改訂されたこと

からわかるように、生活の質に関わる身体的・社会的条件の多様性に対してより顧慮

を払う方向へ向かっており、それは生活モデルの社会的正統性が年を経るにつれ、よ

り強固になってきていることを意味している。さらに現在は、人を全体としてとらえ

るホリスティックアプローチが重視されており、「クライエント等の『強さ』を見出

し、それを『意味づけ』していくことを重視する」ストレングスモデルの考え方が導

入されている。 

 ケアシステムの地域性及び包括性は、健康概念の転換の歴史的方向に沿ってケアを

構築するかぎり随伴する現象であり、その意味において地域包括ケアシステムは時代

に適合するといえる。しかし地域包括ケアシステムが、ケアをより良いものにするこ

とを保証するものではない。 猪飼（2011）5）は、地域包括ケアシステムの特徴と課題
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として、人的資源・物的資源が急性期病院と在宅の両端に吸引される一方で、患者・

障害者は基本的に在宅方向に継続的に吸引されるシステムであり、両極の中間に広が

る主に施設ケアを供給する領域の存在理由が低下するという地域包括ケアシステム

の両極性を指摘している。また従来の医療システムに比べて元来高価なケアシステム

であり、もし十分な資源投入が行われない場合、地域社会により多くの負担を強いる

結果となることを、さらに健康というケアの目標の定義を外部に依存するシステムで

あり、人びとが望まない領域においても自己決定が一般化される可能性を指摘してい

る。  

 地域包括施ケアは、日本の保健・医療・福祉関係者の間では、次代のケアシステム

を指し示すものとして既に広まっており、少なくとも実践的には、すでに多くの取り

組みが各地で行われている。しかしシステムの特徴がもたらす弊害に着目した場合、

地域や家族の負担増加が懸念されるだけでなく、高齢者本人の自立が、本人が望まな

い場合においても一層促される結果となることが憂慮される。  

 

第２節 高齢者の外出頻度の低下 

 通常、高齢者の自立した地域生活は、手段的 ADL
6-8）の維持・向上と深く関係し、

金銭管理などの知的活動、ならびに買い物などのために必要な歩行能力の維持や交通

手段の確保を基礎に成立する。交通機関の実態を把握するために総務省が 10 年に一

度実施するパーソントリップ調査によると、地域住民の外出率（外出した人数の全人

口に対する割合）とトリップ数（人がある目的を持ってある地点からある地点へと移

動する回数）は、60 歳以降の年齢階層では急激に減少することが報告されている 9）。

この高齢者の外出率とトリップ数の減少は、高齢者個々人が目的とする外出頻度の低

下、さらには行動範囲の縮小を示唆している 10-11）。 

 国際生活機能分類（ICF）モデルでは、人間の健康状態を大きく「生活機能」と「背

景因子」によって規定している。「生活機能」は三つの階層で整理され、第一の「心

身機能・身体構造」は生物レベル、第二の「活動」は個人の生活レベル、第三の「参
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加」は社会や人生といったレベルである。高齢者の外出頻度の低下要因に関する先行

研究を概観すると、この三つの階層のうち、「活動」「参加」を阻害する閉じこもりは、

将来の要介護状態に繋がる因子として注目され、妥当性の高い指標であるとされてい

る。特に 2006 年の介護保険制度改正により、介護度の軽い認定者において廃用症候

群による認定者の増加が指摘され、閉じこもりや外出頻度と「生活機能」に関する研

究は数多く報告されている 12-22）。また閉じこもりの要因の一つとして、高齢者の転倒

体験は、その後の寝たきりとなり要介護状態となる大きな原因であることが既に明ら

かになっている 23-24）。さらに精神的な指標としては、主観的健康感やうつ状態が閉じ

こもりにつながることも、先行研究において既に明らかになっている 25-28）。 

 国際生活機能分類（ICF）モデルに立ち返ると、健康状態に関係するのは「生活機

能」だけではない。健康状態に関係するもう一方の要素、すなわち「背景因子」は、

「環境因子」と「個人因子」で構成されている。さらに「環境因子」は、人的環境や

制度的環境の他、「生産品と用具」「自然環境と人間がもたらした環境変化」などの物

的環境が分類されており、その関連性が示唆されている。しかし、外出頻度と「背景

因子」の構造的な関係性は、人的環境と外出頻度の関係など部分的には明らかにされ

ているが、「生活機能」に比して充分には明らかにされていない。特に物的環境と外

出頻度の関係について、様々な学術領域において検討はなされているものの、その因

果関係を明確にした研究はほぼ見受けられない。 

 日本の福祉政策が、結果として高齢者本人の自立をさらに促す方向性であることを

勘案するなら、高齢者の生活機能の維持や支援体制の構築が求められる一方で、歩行

能力の低下を補完する補助具や、それを支える地域の歩行環境整備の重要性が高まる

ことは十分に予想される。 

 

第３節 歩行補助具の現状 

 高齢者の歩行能力を補完する補助具には、運動機能の維持・向上に寄与しない自走

式のものを除くと、杖、歩行器、歩行車、歩行補助車などがある。特に日本において
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歩行補助車はシルバーカーとして認知され、高齢者の外出時の歩行補助や手荷物の運

搬、ならびに休憩に用いる手段として高齢者に広く利用されてきた 29）。 シルバーカ

ーとは、高齢者等が外を歩行する際に補助として使う手押しの四輪車であり、その多

くには荷物などを収納する部分があり、また腰かけて休むことのできる座面がついて

いる。シルバーカーは、もともとベビーカーの技術を応用して堺市の幸和製作所によ

りで開発されたものであり、 少子化に伴いターゲットを変更した商品と言える。そ

のためメーカーも、ベビーカーなどを以前生産していた、あるいは現在も生産してい

る企業である場合が多い 30）。 

 日本におけるシルバーカーの認定台数は、（財）製品安全協会に報告された認定報

告によると、2000 年度が約 22.5 万台に対して、2010 年度は約 40 万台に達している。

日本においてシルバーカーが年々普及していることは、65歳以上の高齢者人口におけ

る使用比率が、2000 年度は 5.7％、2010 年度は 6.4％となっていることからも明らか

であり、今後も更に普及することが予測される。 

 日本の介護保険制度においては、 移動に関する福祉用具のうち車椅子、歩行補助

杖、歩行器が福祉用具貸与の対象となっているが、シルバーカーは対象に含まれてい

ない。歩行器は「車輪を有するものにあっては、体の前及び左右を囲む把手等を有す

るもの」或いは、「四脚を有するものにあっては、上肢で保持して移動させることが

可能なもの」と定義されており、歩行車（Rollator）の一部は対象に含まれるが、 シ

ルバーカーはこの定義から外れている。一方、運動機能の維持向上に寄与しないセニ

アカーなど自走式のものは、車椅子の一部に含まれている。介護保険は、介護を必要

とする状態となっても自立した生活が送れるよう、また介護を必要としない方に対し

ても従来の生活を続けられるよう介護予防を通じて支援する仕組みであるが、従来の

施設介護を前提とした制度設計であるため、歩行能力を維持するといった予防的観点

は比較的希薄であることが伺える。その結果、移動に関する福祉用具メーカーの力点

も、コストパフォーマンスや安定性の向上に偏っており、市場の拡大に反して大きな

進歩は見られない。 
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 シルバーカーに代表される高齢者の歩行能力の低下を補完する補助具は、福祉政策

の転換によって高齢者本人の自立をさらに促された場合、従来の介護保険制度やそれ

を起点としていた福祉用具開発では、実態との齟齬が急速に広がっていくことが懸念

される。そのため、歩行能力の低下を補完する補助具において、高齢者の QOL の維

持・向上に資する基礎的資料を得ると共に、その社会的課題を明らかすることは、喫

緊の課題であると言えよう。 
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第２章 研究動向 

 

第１節 歩行補助車に関する用語の定義 

 歩行補助車に関する規格や用語については、国際標準化機構（International 

Organization for Standardization; ISO）、テクノエイド協会の福祉用具の分類コード

（CCTA95）、日本工業規格（Japanese Industrial Standards; JIS）、製品安全協会（SG

マーク）、介護保険における福祉用具貸与種目の規定など様々な分類が用いられてお

り、統一的な定義はない 29）。  

 国際規格である ISOにおいては、日本で独自に開発され発達したシルバーカーの用

語は定義されておらず、あえて分類すると歩行車（Rollators）に相当するものと考え

られる。製品安全協会が認定する SGマークにおいては、歩行車の定義は ISOに依拠

しており、シルバーカーは「ハンドル、フレーム、 ストッパ等で構成したもので、

通常、利用者を含めた重心が支持基底面外にあるもの」と定義している。テクノエイ

ド協会の福祉用具の分類コードであるCCTA95においては、国際規格を鑑みつつ日本

の実情を踏まえ、シルバーカー（Carts）を追加している。この CCTA95 の定義によ

れば、歩行車（Rollators）は、「左右のフレームとこれを連結する中央部のパイプから

なり、単体で使用され、手あるいは腕などで身体を支えて操作する歩行補助具であり、

左右のフレームの下端に杖の先ゴムの付いたものと、車輪あるいはキャスタの付いた

もの」と定義されている。さらに、シルバーカー（Carts））は、「かごを備えたフレー

ムの下に車輪が付き、かごの蓋が腰掛けとして利用できる歩行補助具」と定義されて

いる。  

 現在日本市場における歩行補助車には、シルバーカー及びシルバーカーから派生し

たもの、歩行車及び歩行車から派生したもの、ショッピングカートや鞄から派生した

もの、歩行器から派生したものなどがある。本稿においては、CCTA95のシルバーカ

ー（Carts）の定義に基づき、同様の機能を備えた歩行車（Rollators）もシルバーカー

と呼ばれている日本の実情を踏まえ、シルバーカーと一部歩行車を包括した概念を、
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歩行補助車（＝カート）と定義した。 

 

第２節 高齢者のカート使用に関連する研究動向 

 カートに関する従来の研究を概観すると、商品の耐久性や使用事例などの報告書、

バリアフリーを起点とした都市工学、バイオメカニックな解析を行う生体力学、理学

療法効果を測定する理学療法学、作用する力の分析を行う人間工学、福祉機器を題材

としたロボット工学などに幾つか見受けられる。しかし何れも局所的な課題への対処

にとどまっており、保健福祉学的な観点から、高齢者とカート使用の関係性を分析し

た研究は、国内外を問わずほとんど見当たらない。 

 安心院らは、カートを使用する高齢者の外出状況（2009）、外出状況と交通上の課

題（2010）、心理的抵抗感（2010）について検討している 31-33）。それによると、高齢

者のカートの使用状況や身体能力とのミスマッチ、カートに対するネガティブイメー

ジについて課題があること示唆している。またカートの使用など補完的要因が、外出

頻度の低下を改善する可能性についても示唆している。しかしいずれも記述統計によ

る報告に留まっており、充分な検討がなされているとは言い難い。Yeh（2009）らは、

50歳以上を対象とした半構造化インタビュー調査により、福祉用具未使用の主な理由

が、主に設計に関連していることを、また対象者が用具に頼らない自立性を求める志

向であることを示した 34）。しかし福祉用具の何がどのように影響を及ぼしているかと

いう原因と結果の関係は不明であり、カート開発に資する具体的な示唆を得るには至

っていない。 

 カートを使用する高齢者とその歩行環境との関係は、既に三原（2013）らが構造方

程式モデリングを用いてその測定尺度を開発しており 35）、因子構造の側面からみた構

成概念妥当性と内的整合性（信頼性）を兼ね備えた測定尺度とみなすことができる。

報告によると、カートを使用する高齢者が遭遇する「移動バリアに対するネガティブ

な感情」は「直進バリア」「横断バリア」「勾配バリア」の三因子から構成されること

が明らかとなっている。またカートを使用する高齢者の移動目的に応じて、どのバリ
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アがどの程度影響しているかという具体的な知見が得られている。この結果は、カー

ト使用を想定した歩行環境整備ならびにカート開発にとって重要な役割を果たすも

のと期待できる。その他、大畑ら（2006）の研究は、寒冷地に居住する軽度要介護高

齢者の歩行支援に関するニーズについて、少人数ではあるが聞き取り調査を実施して

いる 36）。 

 以上をまとめると、カートに関する従来の研究は蓄積が不足しており、その内容に

ついても、一部を除いて局所的なものに留まっている。その要因は、日本が他国に先

んじた高齢化先進国であり海外の事例に乏しいこと、成果がもたらす経済的インセン

ティブを期待しにくいこと、歩行補助具が従来の施設介護を前提とした機能障害を補

完する用具と見なされており、歩行能力の低下を予防するという観点が希薄であるこ

となどが考えられる。そのためカート開発の重点は、コストパフォーマンスや安全性

の向上に偏っており、市場の拡大に反して、おおきな進歩は見られない。 しかし保

健福祉学領域から、カート使用が高齢者の外出頻度に及ぼす影響と個人要因との関係

が明らかにされるなら、それはカートの設計に対して大きな示唆をもたらすものと推

察される。また同時に、それらの知見は今後の高齢社会におけるまちづくりにとって

も重要な情報となろう。 

 

第３節 研究の理論的基礎 

 高齢者の QOL の維持・向上に資するカート開発に関する具体的示唆を得ようとし

た場合、カートの何がどのように外出頻度に影響するかという原因と結果の関係、す

なわち因果関係を明らかにしなければならない。因果関係を演繹的に明らかにするた

めには理論を前提にする必要がある。そのため本研究は、その理論的基礎としてスト

レス理論を用いることとした。 

 ストレス理論に関する研究を概観すると、その古典として Selye（1936）の研究が

ある。Selye はストレス反応を「環境からの刺激負荷(要求) によって引き起こされる

下垂体-副腎皮質ホルモン系を中心とした非特異的な生物学的反応」ないし「生体に生
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ずる生物学的歪み」と考え、有機体の外的な圧力に対する生理的反応は、 普遍的な

パターンを持つことを明らかにした。Lazarus（1966）は、これまで曖昧に用いられ

てきたストレス概念を「個人の資源を超え、心身の健康を脅かすものとして評価され

た人間と環境とのある特定な関係」と定義し、ストレスを定義するのは刺激だけでも

反応だけでもないことを強調した。Lazarus & Folkman（1984）は daily hassles 理論

を展開させ、心理的ストレスの過程を、①外界の刺激であるストレッサーに対し、そ

れを脅威的であると認知的に評価すること、②ストレッサーに対処すること、③その

過程の中で生じるストレス反応、という大きく３つの成分から構成されているとした。

この daily hassles 理論は、外界からの刺激に対する認知的評価やコーピングなどの変

数が媒介してストレス反応が規定されるとしている。以後のストレス研究は、この

Lazarusらのストレス認知理論を踏まえたものが主流となっている 37）。 

 Lazarus らのストレス認知理論によると、ストレッサーに晒された者は、ストレス

状況の認知的評価を経てコーピングの内容を決定すると考えられている 38）。これらを

基礎にカートを使用する高齢者と外出頻度の関係に援用すると、カートの使用に伴う

煩わしい出来事（Hassles）がストレッサーとなり、その Hassles に対する否定的感情

を認知し、そのコーピングとして外出頻度に影響すると仮定できる。さらにそのアウ

トカムとして、活動的であり続けることが満足しながら高齢期を楽しく過ごす最良の

方法であると仮定するハヴィガーストの活動理論 39）を応用するなら、外出頻度は

QOLに影響すると仮定することができる。 
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第３章 研究目的 

 

 本研究では、地域在住の高齢者の QOL の維持・向上に資する安全で機能性に優れ

たカート開発に役に立つ基礎資料を得ることをねらいとして、 高齢者がカートを使

用する際に遭遇する煩わしい出来事（Hassles）が彼らの外出頻度ならびにQOLに及

ぼす影響 について明らかにすることを目的とした。 

 なお、上記の目的を達成するために、カートに関連した煩わしい出来事がストレッ

サーとなり、それに対する否定的感情を認知し、そのコーピングとして外出頻度に影

響し、さらにはストレス反応として QOL に影響するという因果関係モデルを仮定し

た。その際、個人に関連した要因を統制変数として投入する。この研究枠組みにおい

ては、課題１として、「カート関連Hassles」ならびに「カート使用に伴う否定的感情」

の因子構造を明らかにし、それらを測定する尺度を開発すること、課題２として、カ

ート関連Hasslesが、それに対する否定的感情を経由して外出頻度ならびにQOLに影

響するといった因果関係モデルがデータに適合することを、実証的に検証することと

した。 

 上記の課題を達成するために、図１に示すような研究概念図（因果関係モデル）を

構築し、それぞれ質問紙調査を実施して得た量的データを用いて、モデルの検討を行

った。 
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図 1．研究概念図 
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第４章 在宅高齢者のカート使用関連Hasslesが外出頻度と 

ＱＯＬに及ぼす影響 

 

第１節 調査方法 

 調査対象の選定は、A 県内 61 箇所の地域包括支援センターのうち、調査協力が承

諾された 38 箇所の調査員が行った。調査員は、日常的に前記センターを利用してい

る 65 歳以上のカートを使用している高齢者を対象に、個別に調査の目的を説明し、

同意が得られた場合にのみ調査への協力を依頼した。最終的に、219 人の高齢者が調

査に参加した。調査は自記式の質問紙を用い、調査票は留置法で回収した。調査期間

は、 2013年 1月から 3月までの約 3ヶ月間であった。なお、本研究の実施にあたっ

ては、岡山県立大学倫理委員会の承認（受付番号 286）を得た。 

 

第２節 調査項目 

 調査項目は、カート使用高齢者の属性、運動機能、現在使用しているカートの種類、

カートを用いた外出頻度、カートの使用に伴う煩わしい出来事（Hassles）とその認知

的なストレス強度、QOLで構成した。 調査内容のうち家族構成は、高齢者の外出支

援の状況を考慮し、家族による援助があまり期待できない「単身世帯」と「夫婦世帯」、

援助がかなり期待できる「２世代世帯」、「３世代世帯」、「その他の世帯」に区分して

回答を求めた。居住地は、住宅地、市街地、農家集落地、工業・工場地、その他の回

答を準備した。運動機能は、太湯ら（2010）が開発した「機能的・構造的統合性測定

尺度」を構成している「運動機能（9項目）」で測定した 40）。回答は 2件法「1点：は

い」「0 点：いいえ」で求めた。QOL は、桐野ら（2011）が開発した改訂版健康関連

QOL 満足度尺度（１２項目）を使用した 41）。回答は 3 件法「2 点：はい」「1 点：ど

ちらでもない」「0点：いいえ」で求めた。これらの測定尺度はすでに開発者らによっ

て、因子構造モデルの側面からみた構成概念妥当性ならびに測定尺度の信頼性が検討

されている。 
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 現在、高齢者が日常的に使用しているカートの種類は、図２の中から選択させた。 

本研究においては、シルバーカーと歩行車を包括した概念を歩行補助車（＝カート）

と定義したが、 実情を把握するため、ショッピングカートや鞄から派生したものや、

歩行器から派生したものも選択肢に加えた。このカートを用いた高齢者の外出頻度は、

最近 1カ月の傾向を 4 件法「0 点：1カ月に 1回以下」「1 点：1週間に 1 回程度」「2

点：2，3日に 1回程度」「3点：毎日」で回答を求めた。 

 高齢者が外出時に経験するカートの使用に伴う煩わしい出来事は、著者らが予備的

に行った聞き取り調査を基礎に、心理的負担感を問う「 使わなければ出歩きにくい

こと自体が、気が重い」など 11項目、操作性を問う「重くて動かしにくい」「大きく

て動かしにくい」など 12項目、安定性を問う「小さくて不安定」「軽くて不安定」な

ど 8 項目、携帯性を問う「折りたたむことができない」「折りたたんだ状態で動かせ

ない」など 5項目の計 36項目で構成した。カート使用に伴うHasslesの有無は 2件法

「0 点：いいえ」「1 点：はい」で質問した。また、それぞれの Hassles に対する認知

的なストレス強度は 3件法「0点：ストレスにならない」「1点：少しストレスになる」

「2点：かなりストレスになる」で質問した。 
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図２．高齢者用のカートの種類 

 

第３項 解析方法 

 本研究では、第一に、「カート関連Hassles」の測定尺度を開発するために内容的妥

当性を探索的因子分析（プロマックス回転）で検討した 42）。その探索的因子分析にお

いて、カート関連Hasslesの経験の有無が 90％以上（もしくは 10％未満）の項目は除

外した。因子の解釈は因子負荷量が 0.4 以上の値を示した項目を用いて行った。ただ

し因子負荷量が 0.4 未満の項目あるいは 2 つ以上の因子に対して 0.4 以上の因子負荷

量を示した項目は因子に所属しない項目として削除した。 

 第二に、上記の手続きによって選定された項目と因子を参考に、「カート関連Hassles

尺度」の因子構造モデルの側面からみた構成概念妥当性を確認的因子分析で検討した

43）。カート関連 Hassles 尺度の因子構造モデルは、前記の統計処理で得られた因子を

一次因子、カート関連Hasslesを二次因子とする二次因子モデルを仮定した。 

 第三に、カート関連Hasslesに対するストレス強度 38）を測定する「カート使用伴う
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否定的感情尺度」の開発を行った。カート使用に伴う否定的感情尺度の因子構造モデ

ルは、カート関連 Hassles 尺度と同一の因子構造モデル（因子数および所属項目）を

仮定した。その因子構造モデルの側面からみた構成概念妥当性は確認的因子分析で検

討した。 

 第四に、開発した尺度の信頼性を検討した。「カート関連Hassles尺度」の信頼性は

Kuder-Richerdson 公式 20（KR-20）で判断し、また「カート使用に伴う否定的感情

尺度」の信頼性はCronbach’sα信頼性係数で判断した。  

 第五に、著者らは、あらかじめ仮定した因果関係、すなわち、「カート関連Hassles」

と「カート使用に伴う否定的感情」が「カートを用いた外出頻度」を経由して「QOL」

に影響するとした因果関係モデルのデータへの適合性と変数間の関連性を、構造方程

式モデリング 44）で検討した。なお、前記の分析においては、モデルの複雑化を避け、

できる限り安定した推定値を得ることをねらいに、「カート関連Hassles」「カート使用

に伴う否定的感情」「QOL」「運動機能」については、それぞれ第一次因子を構成する

項目の合計得点を使用した。そのモデルに対する統制変数は、高齢者の性別、年齢、

家族構成、運動機能で構成した。 

 以上の統計解析には、項目間の相関係数の算出には四分相関係数を、またパラメー

タの推定には重み付け最小二乗法の拡張法（WLSMV）を採用した 45）。アプリケーシ

ョンソフトはM-plus Ver2.14
46）を用いた。適合度指標はComparative Fit Index（CFI）、

Tucker-Lewis Index（TLI）、Root Mean Square Error Approximation (RMSEA)の 3つ

である。一般的に、CFI と TLI は 0.90 以上であれば、仮定したモデルがデータをよ

く説明していると判断される 47）。RMSEAは 1自由度あたりの乖離度の大きさを意味

する指標であり、ゼロに近い値ほど適合性が高いと判断される。なお、因子構造モデ

ルの標準化係数（パス係数）の有意性は、非標準化係数を標準誤差で除した値を参考

とし、その絶対値が 1.96 以上（5％有意水準）を示したものを統計学的に有意とした

48）。 

 調査は、2013年 1月～3月の 3カ月間に実施した。回収された調査票 219部のうち、
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性、年齢等のすべての項目に欠損値を有さない 204人のデータを集計対象とした。 

 

第４節 調査結果 

 第１項 回答分布 

 属性等に関する回答分布は表１に示した。男性が 17 人（8.3％）、女性が 187 人

（91.7％）であった。年齢は、平均が 84.0歳（標準偏差 6.0、範囲は 65～98歳）であ

った。年齢階層は、前期高齢者（65歳以上 74歳以下）が 12人（5.9％）、後期高齢者

（75歳以上）が 192人（94.1％）であった。家族構成は、単身世帯が 93人（45.6％）、

夫婦世帯が 29人（14.2％）、２世代世帯」が 46人（22.6％）、3世代世帯が 27人（13.2％）、

その他の世帯が 9人（4.4％）であった。居住地は、回答者の半数である 102人が住宅

地に住んでおり、次いで農家集落地が 83人（40.7％）となっていた。 
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表１．高齢者の属性分布（n=204） 

 

 

 運動機能の回答分布は表２に示した。運動機能尺度の合計得点の平均値は 1.2点（標

準偏差 1.5、範囲 0～8点）であった。 

 

表２．高齢者の身体機能の回答分布（n=204） 
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 高齢者が現在使用しているカートの種類の回答分布は表３に示した。現在使用して

いるカートの種類は、大型シルバーカーが 77人（37.7％）、小型シルバーカーが 26人

（12.7％）、把持型歩行車が 67 人（32.8％）、簡易歩行車が 29 人（14.2％）、四輪ショ

ッピングカートが 5人（2.5％）であった。それらのカートを用いた外出頻度（表４）

は、「1カ月に 1回以下」が 8人（3.9％）、「1週間に 1回程度」が 25人（12.3％）、「2，

3日に 1回程度」が 41人（20.1％）、「毎日」が 130人（63.7％）であった。 

 

表３．現在使用している歩行補助車の種類に関する回答分布（n=204） 

 

 

表４．カートを使用して外出する頻度（n=204） 

 

 

 「カート関連Hassles」と「カート使用に伴う否定的感情」の回答分布は表５に示し

た。カート関連Hasslesでは、「はい」の回答比率が高かった上位の 3項目は「b34.折

りたたんだ状態で持ち上げることが難しい（38.7％）」、「b35.車にのせにくい（38.7％）」、

「b36.公共交通機関で置き場がない（38.2％）」であった。反対に、「はい」の回答比

率が最も低かった項目は「b18.ブレーキの位置がよくない（1.5％）」であった。カー

ト使用に伴う否定的感情では、「かなりストレスになる」と「少しストレスになる」
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の回答に着目すると、「b1.使わなければ出歩きにくいこと自体が、気が重い（20.6％）」

の項目でその回答比率が最も高かった。反対に、「かなりストレスになる」と「少し

ストレスになる」の回答比率が最も低かった項目は、「b17.ブレーキの効きがよくない

（2.0％）」と「b20.操作がわかりにくい（2.0％）」の 2つであった。 

 

表５．カート使用時のHasslesと否定的感情の回答分布（n=204） 

 

 

 QOLの回答分布は表６に示した。QOL尺度の合計得点の平均値は 11.0点（標準偏

差 5.7、範囲 0～24点）であった。 
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表６．高齢者のＱＯＬに関する回答分布（n=204） 

 

 

 第２項 測定尺度の開発 

 表 5にも示したように、カート関連Hasslesを構成する 36項目の中の回答が 90％以

上（もしくは 10％以下）の項目は「b3.周囲の理解がない」「b7.デザインがよくない」

「b8.色がよくない」など 16項目であった。そのため、それら 16項目は探索的因子分

析において除外した。 

 その後、残された 20 項目について探索的因子分析（プロマックス回転）を行った

（表７）。本研究ではモデルの適合性（RMSEA=0.048）および因子解釈の可能性に基

づき 5因子を最適解とした。 
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表７．カート関連Hasslesを構成している項目の探索的因子分析の結果 

 

 

 第 1因子には「b1.使わなければ出歩きにくいこと自体が、気が重い」「b2.世間体が

よくない」「b4.周囲の支援がない」の 3 項目が所属していた。ただし、「b4.周囲の支

援がない」については、他の 2項目とは異なり、項目の意味が因子を反映しにくいた

め、当該項目は除外した。この第 1因子を構成する項目は、いずれもカートの使用に

より感じる心理的負担に関する項目から構成されていることから、「カート使用に伴

う心理的負担」の因子と命名した。第 2 因子は「b27.坂（特に下り坂）で体勢を崩し

やすい」「b28.段差で体勢を崩しやすい」「b29.荷物を積むときに体勢を崩しやすい」

の 3項目で構成されていた。この第 2因子を構成する項目は、いずれの項目もカート

の使用による体勢を強調する項目と解釈し、「不安定性」の因子と命名した。第 3 因

子は、「b21.折りたたみのロックをかけにくい」「b32.折りたたむことができない」「b33.

折りたたんだ状態で動かせない」など 6項目で構成されていた。この第 3因子を構成

する項目は、いずれの項目もカートの保管や移動時の収納の難しさと関連する項目と

解釈されることから、「保管・収納の難しさ」の因子と命名した。第 4 因子は「b5.機
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能性がよくない」「b6.携帯性がよくない」「b14.段差で前輪を持ち上げられない」など

5 項目で構成されていた。第 4 因子を構成する項目は、いずれの項目もカートの操作

的側面に関係していることから、「操作の難しさ」の因子と命名した。第 5因子は「b23.

座りにくい」「b30.座ろうとするときに体勢を崩しやすい」の 2項目で構成されていた。

第 5因子を構成する項目は、いずれの項目もカートに座る場面で生じる不安定性を反

映していることから「座りにくさ」の因子と命名した。 

 上記の探索的因子分析の結果を踏まえ、「カート関連 Hassles 尺度」と「カート使用

に伴う否定的感情尺度」のそれぞれの尺度について、因子構造モデルの側面からみた

構成概念妥当性を確認的因子分析で検討した。その結果、カート関連ハッスルの 5因

子二次因子モデルはデータに概ね適合した（χ²（df）が 62.314（43）、CFI が 0.962、

TLIが 0.975、RMSEAが 0.047）。また、この尺度のKR-20信頼性係数は 0.819であっ

た。カート使用に伴う否定的感情尺度の 5因子二次因子モデルはデータに適合した（χ²

（df）が 35.676（26）、CFI が 0.984、TLI が 0.987、RMSEA が 0.043）。この尺度の

Cronbach’sα信頼性係数は 0.859であった。 

 

 第３項 高齢者のカート関連Hasslesおよびカート使用に伴う否定的感情が 

外出頻度とQOLに与える影響 

 「カート関連 Hassles」から「カート使用に伴う否定的感情」に向かうパス係数は

0.964と有意な正の関連性があった。また、「カート使用に伴う否定的感情」から「外

出頻度」に向かうパス係数は-0.341と有意な負の関連性を示していた。さらに、「外出

頻度」から QOL に向かうパス係数は 0.449 と有意な正の関連性を示した。統制変数

として投入した「性別」「運動機能」「家族構成」は「外出頻度」に対してのみ統計学

的に有意な正の関連性を示した。なお「居住地」及び「現在使用しているカートの種

類」は有意な関連性が見られず、モデルの煩雑さを避けるため除外した。 

 本研究で仮定した因果関係モデルのデータへの適合度は、χ²（df）が 113.192（39）、

CFI が 0.987、TLI が 0.987、RMSEA が 0.097 となっており、統計学的に概ね許容さ
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れる水準にあった（図３）。「外出頻度」に対する説明率は 23.0％、「QOL」に対する

説明率は 22.5％であった。 

 

 

図３．高齢者のカート関連Hassles及び否定的感情が外出頻度とQOLに与える影響 
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第５章 考察 

 

 本研究は、地域在住の高齢者の QOL の維持・向上に資する、安全で機能性に優れ

たカート開発に役に立つ基礎資料を得ることをねらいとして、高齢者がカートを使用

する際に遭遇するHasslesが彼らの外出頻度ならびにQOLに及ぼす影響について明ら

かにすることを目的に行った。 

 本研究では、第一に、カートに関連した Hassles を測定する「カート関連 Hassles

尺度」と、カート使用に伴う否定的感情を測定する「カート使用に伴う否定的感情尺

度」を開発した。測定尺度の開発においては、探索的因子分析により内容的妥当性を

検討した。抽出できた因子は、「カート使用に関する心理的負担」「不安定性」「保管・

収納の難しさ」「操作の難しさ」「座りにくさ」の 5つであった。ふたつの測定尺度に

おいて、探索的因子分析で抽出できた 5因子を第一次因子、カート使用に伴う否定的

感情を二次因子とする二次因子構造モデルのデータへの適合性を構造方程式モデリ

ングで検討した。因子構造モデルの側面からみた構成概念妥当性は統計学的に支持さ

れた。この結果は、本研究で開発したふたつの測定尺度が、概念的にはそれぞれ一次

元性を備えた測定尺度であることを示唆するものである。これらの尺度を開発できた

ことは、今後のカート開発にとって、重要な役割を果たすことが期待できる。カート

に関する従来の研究を概括するなら、生体力学や人間工学などの領域において、カー

トを使用した移動時の「不安定性」や「操作の難しさ」に着目した研究はなされてい

るが、カートを使用する一連の行為に含まれる、「保管・収納の難しさ」や「座りに

くさ」に関連した研究はほとんどなされていない 49-52）。また、「カート使用に関する

心理的負担」に関して、これまでに十分な研究知見が蓄積されているわけではないが、

カートに対するネガティブイメージや、対象者が用具に頼らない自立性を求める志向

であることに関連するとした知見と概ね一致している。将来的には、何かの介入によ

ってこれらの心理的ストレスを解消する必要がある。例えば、機能障害を補う道具で

あった眼鏡がファッションアイテムとして進化したように、デザイン的介入もそのひ
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とつの方策と推察される。 

 以上の結果を総合的に勘案するなら、本研究で開発した「カート関連Hassles尺度」

及び「カート使用に伴う否定的感情尺度」は因子構造の側面からみた構成概念妥当性

と内的整合性（信頼性）を兼ね備えた測定尺度であると見なすことができよう。ただ

し、本研究で得られた結果は、一部の限られた標本により得られた知見であることか

ら、今後の課題として、異なる標本を用いてさらなる構成概念妥当性の交差妥当性と

信頼性の検討が必要である。 

 第二に、本研究の結果は、カート関連 Hassles がそれに対する否定的感情を経由し

て外出頻度ならびに QOL に影響するといった因果関係モデルが、データに適合する

ことを示していた。このことは、「カート関連Hassles」をストレッサー、「カート使用

に伴う否定的感情」をストレス認知、「外出頻度」をコーピングと置き換えるとスト

レス認知理論が 38）、さらに外出頻度と QOL との関係に着目するなら活動理論が 39）、

それぞれ実証的に検証されたことを意味している。通常、外的基準との関係で構成概

念妥当性を検討する場合、既存の因果関係を前提とする。その意味では、前記の知見

は、外的基準との関係における構成概念妥当性が支持されたといえる。国際生活機能

分類（ICF）モデルの「背景因子」を構成する「環境因子」は、人的環境や制度的環

境の他、物的環境が分類されその関連性が示唆されている。しかし、外出頻度と「背

景因子」の構造的な関係性は、人的環境と外出頻度の関係など部分的には明らかにさ

れているものの、物的環境と外出頻度の関係について、その因果関係を明確にした研

究はほとんど見受けられない。本研究の結果は、その因果関係の一部分を明らかにす

るものであると言える。 

 統制変数として投入した「性別」「運動機能」「家族構成」は、「外出頻度」に対し

てのみ統計学的に有意な正の関連性を示していた。このことは、外出能力を規定する

主な要因が、男性は「精神的要因」であり女性は「身体的要因」であることなど、 外

出能力に関する従来の知見と照らし合わせても納得できる結果である。ただし、本研

究では「居住地」及び「現在使用しているカートの種類」は有意な関連性は認められ
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なかった。これは今回の調査研究が、典型的な地方都市で行われており、公共交通網

が高度に発達した大都市圏や、降雪などに見舞われる中山間地域などでは異なる結果

が得られる可能性も払拭できない。したがって、これらの点については今後の研究課

題とする必要があろう。 

 また本研究の結果は、視点を変えると、カートが高齢者の外出頻度に影響を及ぼす

こと、すなわち彼らの「閉じこもり」を誘発するリスクのひとつになる可能性が高い

ことを示唆している。厚生労働省では、週１回も外出しない状態を閉じこもりと定義

しており、高齢者の寝たきりや要介護状態を引き起こす原因のひとつとして位置づけ

ている 53-54）。その有病率はこれまでの疫学調査によって 15％前後と推定されている。

本研究の対象としたカートを利用している高齢者においても、その有病率はほぼ同様

の数値を示していた。最近の高齢者の「閉じこもり」研究のレビューは 55）、「閉じこ

もり」に対して、身体的、心理的、社会的な要因が複雑に影響すると概括されている

が、本研究で明らかになった要因は、これまでの研究にはない新しい知見と推察され

る。従来の研究が提起しているように、高齢者の外出頻度が彼らの QOL に大きなイ

ンパクトを与えていたことを考慮するなら、彼らの外出を補助する用具はこれまで以

上に慎重に検討されなければならない。 

 近年、大手プロダクトメーカーは人間中心設計という開発プロセスを取り入れ始め

ている 57）。ユニバーサルデザインは、「誰にでも」という目標を提示することによっ

て、本来のデザインの方向性について理念を提示したものと考えることが出来るが、

国際標準化機構の ISO13407 において規定される人間中心設計のアプローチは、それ

をどのようなデザインプロセスによって、どのような手法を用いることによって実現

してゆくのかという具体的取り組み方を提示したものといえる。メーカー等のカート

を提供する企業においても、このような開発プロセスを積極的に取り入れる必要があ

る。またカートそのものの改善に加えて、高齢者が生活している地域の歩行環境整備

が課題と言えよう。カートを使用する高齢者とその歩行環境との関係は、三原らがそ

の測定尺度を開発しており、カートを使用する高齢者が遭遇する「移動バリアに対す
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るネガティブな感情」は「直進バリア」「横断バリア」「勾配バリア」の三因子から構

成されることが既に明らかとなっている 35）。今後は、それら個別地域における移動バ

リアを十分にクリアできる商品開発を目指すこと同時に、高齢者の自宅から目的地ま

での連続性という観点を一段と重視した歩行環境の整備が望まれよう。さらに外出頻

度が QOL に与える影響を考慮するなら、カートを使用する本人のストレスについて

も重視し、個人が推奨カートのユーザビリティを評価するために試用期間を提供する

など、予防的観点から介護保険制度など行政支援のあり方を再度見直すことが求めら

れる。 

 今後は商品開発、インフラ、行政サービスなどにおける個別的な対処ではなく、高

齢者のQOLの維持・向上に資する包括的かつ統合的な視点からの改善が求められる。 
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第６章 結論 

 

 日本における後期高齢者の増加に伴い、外出頻度の低下と行動範囲の縮小が懸念さ

れるが、福祉政策の転換により歩行能力の低下を補完する補助具や、それを支える地

域の歩行環境整備の重要性が高まることが予測される。 そこで本研究では、カート

を利用している高齢者を対象に、高齢者がカート使用時に遭遇する Hassles が、彼ら

の外出行動や QOL にどのように影響しているかを検討した。その結果、第一に、カ

ート関連 Hassles とカート使用に伴う否定的感情を測定する尺度を開発した。抽出で

きた因子は、「カート使用に関する心理的負担」「不安定性」「保管・収納の難しさ」「操

作の難しさ」「座りにくさ」の 5 つであった。これにより、今後の高齢者用カート開

発における具体的な示唆が得られた。第二に、本研究の結果は、カート関連 Hassles

がそれに対する否定的感情を経由して外出頻度ならびに QOL に影響するといった因

果関係モデルが、データに適合することを示していた。このことは、ストレス認知理

論及び活動理論が、実証的に支持されたことを意味している。また本研究の結果は、

視点を変えると、カート使用が高齢者の外出頻度に影響を及ぼすこと、すなわち彼ら

の「閉じこもり」を誘発するリスクのひとつになる可能性が高いことを示唆している。 

 今後は商品開発、インフラ、行政サービスなどにおける個別的な対処ではなく、高

齢者のＱＯＬの維持・向上に資する包括的かつ統合的な視点からの改善が求められる。  
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